
高齢者の自立を支援する取り組みについて 
 

～地域ケア会議における多職種協働による多角的アセスメント～ 

厚生労働省老健局 

振興課 
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いつまでも元気に暮らすために･･･   

生活支援・介護予防 

住まい 

地域包括ケアシステムの姿 

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定 

■在宅系サービス： 
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護  
・小規模多機能型居宅介護 
・短期入所生活介護 
・福祉用具 
・24時間対応の訪問サービス 
・複合型サービス 
   （小規模多機能型居宅介護＋訪問看護） 等 

 ・自宅 
 ・サービス付き高齢者向け住宅 等 

相談業務やサービスの 
コーディネートを行います。 

■施設・居住系サービス 
・介護老人福祉施設 
・介護老人保健施設 
・認知症共同生活介護 

・特定施設入所者生活介護 
                等 

 

日常の医療： 
 ・かかりつけ医、有床診療所 
 ・地域の連携病院 
 ・歯科医療、薬局 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等 

・地域包括支援センター 
・ケアマネジャー 

通院・入院 
通所・入所 

病院： 
 急性期、回復期、慢性期 

病気になったら･･･   

医 療 
 

介護が必要になったら･･･   

   介 護 

■介護予防サービス 

地域包括ケアシステムの構築について 

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される
体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。 

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。 

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。 

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要。 
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「地域包括ケアシステム」に係る規定 

 
介護保険法 第5条第3項  （地域包括ケアの理念規定） 

   国及び地方公共団体は、被保険者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができるよう、保険給付に係る保健医療サービス及び福祉サービス

に関する施策、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止のた

めの施策並びに地域における自立した日常生活の支援のための施策を、医療及び居住に関する

施策との有機的な連携を図りつつ包括的に推進するよう努めなければならない。 

 

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律 

 第２条（定義） 

    この法律において、「地域包括ケアシステム」とは、地域の実情に応じて、高齢者が、

可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが

できるよう、医療、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又

は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、住まい及び自

立した日常生活の支援が包括的に確保される体制をいう。 

【参考】 
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高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるようにするため、 
介護、医療、生活支援、介護予防を充実。 

低所得者の保険料軽減を拡充。また、保険料上昇をできる限り抑
えるため、所得や資産のある人の利用者負担を見直す。 

平成26年介護保険制度の改正の主な内容について 

②費用負担の公平化 ①地域包括ケアシステムの構築 

 

 

○地域包括ｹｱｼｽﾃﾑの構築に向けた地域支援事業の充実  
 
 
 
 
 
 
     * 介護サービスの充実は、前回改正による24時間対応の定期巡

回サービスを含めた介護サービスの普及を推進 
    * 介護職員の処遇改善は、27年度介護報酬改定で検討 

 

   

サービスの充実 
 

○低所得者の保険料の軽減割合を拡大 

  ・給付費の5割の公費に加えて別枠で公費を投入し、低所得者の保険
料の軽減割合を拡大（※軽減例・対象は完全実施時のイメージ） 

 

  

低所得者の保険料軽減を拡充 

 

①全国一律の予防給付(訪問介護・通所介護)を市町村が取
り組む地域支援事業に移行し、多様化  

 

 

 

 
 

重点化・効率化 

 

 

①一定以上の所得のある利用者の自己負担を引上げ 
 ・ ２割負担とする所得水準は、65歳以上高齢者の上位20％に該当 

   する合計所得金額160万円以上（単身で年金収入のみの場合、 

   280万円以上）。ただし、月額上限があるため、見直し対象の全員 

   の負担が2倍になるわけではない。 

・ 医療保険の現役並み所得相当の人は、月額上限を37,200円から 

44,400円に引上げ        
②低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足
給付」の要件に資産などを追加 

  ・預貯金等が単身1000万円超、夫婦2000万円超の場合は対象外 

  ・世帯分離した場合でも、配偶者が課税されている場合は対象外 

  ・給付額の決定に当たり、非課税年金（遺族年金、障害年金）を収 入とし

て勘案    *不動産を勘案することは、引き続きの検討課題 

重点化・効率化 

○ このほか、「2025年を見据えた介護保険事業計画の策定」、「サービス付高齢者向け住宅への住所地特例の適用」、 「居宅介護支援事業所の指定権限の市町村へ
の移譲・小規模通所介護の地域密着型サービスへの移行」等を実施 

* 段階的に移行（～２９年度） 
* 介護保険制度内でのサービス提供であり、財源構成も変わらない。 
* 見直しにより、既存の介護事業所による既存サービスに加え、NPO、 
民間企業、住民ボランティア、協同組合等による多様なサービスの
提供が可能。これにより、効果的・効率的な事業も実施可能。 

②特別養護老人ホームの新規入所者を、原則、要介護３ 
以上に重点化（既入所者は除く） 

  * 要介護１・２でも一定の場合には入所可能 

 

* 保険料見通し： 現在5,000円程度→2025年度8,200円程度 

* 軽減例：年金収入80万円以下 5割軽減→7割軽減に拡大 

* 軽減対象： 市町村民税非課税世帯（65歳以上の約３割）  

①在宅医療・介護連携の推進 

②認知症施策の推進 

③地域ケア会議の推進 

④生活支援サービスの充実・強化 
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○ 地域包括ケア実現に向けた、充実・強化の取組を地域支援事業の枠組みを活用し、市町村が推進。 

○ あわせて要支援者に対するサービスの提供の方法を給付から事業へ見直し、サービスの多様化を図る。 

○ これらを市町村が中心となって総合的に取り組むことで地域で高齢者を支える社会が実現。 

※「医療・介護連携強化」「認知症施策の推進」「生活支援体制整備」に係る事業については、地域包括支援センター以外の実施主体に事業を委託

することも可能 

   平成30年度までに全市町村が地域支援事業として以下の事業に取り組めるよう、必要な財源を確保し、市
町村の取組を支援する。 

 
 
 
 
  
 
  
 
 
 
 
 

地域の医療・介護関係者
による会議の開催、在宅
医療・介護関係者の研修
等を行い、在宅医療と介護
サービスを一体的に提供
する体制の構築を推進 

初期集中支援チームの関与に
よる認知症の早期診断・早期
対応や、地域支援推進員によ
る相談対応等を行い、認知症
の人本人の意思が尊重され、
できる限り住み慣れた地域のよ
い環境で自分らしく暮らし続け
ることができる地域の構築を推
進 

生活支援コーディネーター
の配置や協議体の設置等
により、担い手やサービス
の開発等を行い、高齢者
の社会参加及び生活支援
の充実を推進 

市町村による在宅医療・介護連携、認知症施策など地域支援事業の充実 
平成29年度予算案２１５億円（公費：４２９億円） 

在宅医療・介護連携 認知症施策 

地域包括支援センター等
において、多職種協働によ
る個別事例の検討等を行
い、地域のネットワーク構
築、ケアマネジメント支援、
地域課題の把握等を推進 

地域ケア会議 生活支援の充実・強化 

※１ 平成30年度からの完全実施に向けて段階的に予算を拡充。（財源は、消費税の増収分を活用） 
※２ 上記の地域支援事業（包括的支援事業）の負担割合は、国39％、都道府県19.5％、市町村19.5％、１号保険料22％ 5 



 
• 「骨太の方針」を踏まえたサービスに係る評価の適正化について、各サービスの運営実態や１.及び２.も勘案しつつ実施 
• 集合住宅へのサービス提供の適正化（事業所と同一建物に居住する減算の適用範囲を拡大） 
• 看護職員の効率的な活用の観点等から、人員配置の見直し等を実施（通所介護、小規模多機能型居宅介護 等） 

 

(1)中重度の要介護者等を支援するための重点的な対応 

• 24時間365日の在宅生活を支援する定期巡回・随時対応型サービスを始めとした「短時間・一日複数回訪問」や「通い・訪
問・泊まり」といったサービスの組み合わせを一体的に提供する包括報酬サービスの機能強化と、普及に向けた基準緩和 

• リハビリテーション専門職の配置等を踏まえた介護老人保健施設における在宅復帰支援機能の更なる強化 
 

(2)活動と参加に焦点を当てたリハビリテーションの推進 

• リハビリテーションの理念を踏まえた「心身機能」、「活動」、「参加」の要素にバランスよく働きかける効果的なサービス提供
を推進するための理念の明確化と「活動」、「参加」に焦点を当てた新たな報酬体系の導入 

 

(3)看取り期における対応の充実 

• 本人及び家族の意向に基づくその人らしさを尊重したケアの実現を推進するため、本人・家族とサービス提供者の十分な
意思疎通を促進する取組を評価 

 

(4)口腔・栄養管理に係る取組の充実 

• 施設等入所者が認知機能や摂食・嚥下機能の低下等により食事の経口摂取が困難となっても、自分の口から食べる楽し
みを得られるよう、多職種協働による支援を充実 

平成27年度介護報酬改定に関する審議報告(平成27年1月9日) 概要 

 

• 介護職員処遇改善加算の更なる充実 
• サービス提供体制強化加算（介護福祉士の評価）の拡大 

２．介護人材確保対策の推進  

１．中重度の要介護者や認知症高齢者への対応の更なる強化 

３．サービス評価の適正化と効率的なサービス提供体制の構築 

○ 高齢者ができる限り住み慣れた地域で尊厳を持って自分らしい生活を送ることができるよう、
「地域包括ケアシステム」の構築に向けた取組を進める。 

6 



地域ケア会議 

１．市町村が「地域ケア会議」を設置し、高齢者への適切な支援
及び支援体制に関する検討を行うことを規定 

 

 市町村が包括的・継続的ケアマネジメント事業の効果的な実施のため
「地域ケア会議」を置くよう法律に明記。 

 地域ケア会議を設置し、個別ケースの検討と地域課題の検討の両方を
行うものであることを法律に明記。 

 （介護保険法115条の48第1項、第2項） 

２．地域ケア会議関係者からの協力を得やすい体制に 
 

 関係者の出席や資料・情報の提供など地域ケア会議の円滑な実施が可能
に。 

 

 
（介護保険法115条の48第3項・第4項） 

市町村 

 設置 

市町村・地域
包括支援セン
ターが主催 

出席・協力依頼 
地域ケア会議への 
    出席・情報提供 

ケアマネジャー・
各サービス事業者 

保健医療関係者 
     など 

地域住民 

３．関係者への守秘義務を課すこと 
 

 関係者に対して法律上の守秘義務を課すことで、地域ケア会議で個別
事例を扱うことに対して、利用者や家族からの理解が得やすくなる。 

 参加者による情報交換等が円滑に行われるようになる。 

※守秘義務違反の場合は一年以下の懲役・百万円以下の罰金。  
→参加者に、守秘義務の取扱に関する周知が必要 

 （介護保険法115条の48第5項、205条2項） 

４．具体的な会議の運営について市町村・センターにおいて従前
どおり柔軟に行うことができる。 

※上記の他、市町村は地域包括支援センターの運営に係る方針の提示の中で、地域ケア会議の運営
方針についても規定している。（法第115条の47第1項、施行規則第140条の67の2） 

地域ケア会議に関する介護保険法上の位置づけ 
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「地域ケア会議」の５つの機能 

•多職種が協働して個別ケースの支援内容を検討することによって、高

齢者の課題解決を支援するとともに、介護支援専門員の自立支援に資

するケアマネジメントの実践力を高める機能 

個別課題の解決 

•高齢者の実態把握や課題解決を図るため、地域の関係機関等の相互

の連携を高め地域包括支援ネットワークを構築する機能 

地域包括支援 

ネットワークの構築 

•個別ケースの課題分析等を積み重ねることにより、地域に共通した課

題を浮き彫りにする機能 
地域課題の発見 

 

•インフォーマルサービスや地域の見守りネットワークなど、地域で必要

な資源を開発する機能 

 

地域づくり 

資源開発 

•地域に必要な取組を明らかにし、政策を立案・提言していく機能 政策の形成 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 
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 お世話型のケアマネジメント 自立支援型のケアマネジメント 

利用者の状態 ： 生活の不活発により下肢機能の低下が顕著（要支援２） 
利用者の課題 ： 入浴ができない（入浴できるようになる余地あり） 
認定期間   ： ６ヶ月 

清潔の保持に努める 
（安全に入浴する） 

デイサービスでは入浴できても 
自宅では入浴ができない 

デイサービスで週２回風呂に入る 

６ヶ月後 
自分で入浴することができる 

ケアマネが立てた目標 

サービス内容 

問題点 
お世話なしには生活できない 

６ヶ月後評価困難 

ケア会議で修正した目標 

根本的な原因に対するアプローチと、残存機能の維持・向上・悪化の防止 

具体的 
６ヶ月後評価可能 

あいまいな目標 
デイに行けば即達成 
※代表的な目標例 

◆要介護度の改善 ◆自立した生活 
・根本的な課題解決になっていない。 
・介護サービスが生活の不活発を助長 → 重度化の恐れ 

 デイサービスで下肢筋力の強化と入浴動作
の訓練を行ってみては？ 

 浴室の住宅改修や入浴補助用具の購入を検
討しては？ 

 低栄養では？BMIは？食生活は？ 
 歯・口腔・嚥下の状態は？ 
 薬の服用状況は？ 
 

ケア会議でのアドバイス（PT･OT･ST･歯科･栄養 等） 

サービス内容の見直し 再アセスメント 見落とし多数！！ 

具体的事例（地域ケア会議で検討したケアプラン） 大分県作成資料 
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地域ケア会議における多職種協働による多角的アセスメント視点 

【歯科医師・歯科衛生士】 
義歯の不具合の影響は？ 
口腔内の状況はどうか？ 

【薬剤師】 
薬の飲合わせの影響は？ 
必要な服薬はできているか？ 

【管理栄養士】 
食事の形態はどうか？ 
栄養バランスはどうか？ 

【民生委員】 
地域での日常生活はどうか？ 

臼杵市作成資料をもとに厚生労働省において作成 

◎ 生活不活発病が見られるが、どのような原因があるか？ 

多職種協働による多
角的アセスメント 

多職種協働による
多角的アセスメント
を通じて、生活不
活発病の原因が口
腔機能の低下で
あったことが判明。 
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地域ケア会議における多職種協働による多角的アセスメント視点（具体的な助言の例） 

【歯科医師・歯科衛生士】 
摂食・嚥下機能等の助言や義歯・ 
口腔内衛生状況の助言等 

【薬剤師】 

健康状態と薬剤の見極めと
適切使用のための助言等 

【管理栄養士】 

健康や栄養状態の見極
めと支援方法の助言等 

【社会福祉士】 

地域社会資源関係や制度
利用上の課題の見極めと

助言等 

【医師】 

疾患に着目した生活で
の留意事項の助言等 

【看護師・保健師】 

健康状態や食事・排泄等の療養
上の世話の見極め、家族への 

指導等の助言等 

【作業療法士】 
入浴行為のADLや調理等のIADLを

活動や環境等の能力を見極めや
支援・訓練方法の助言等 

【理学療法士】 

筋力、持久力等の心身
機能や基本的動作能
力の見極めや支援・訓
練方法の助言等 

【言語聴覚士】 
言語や嚥下摂食機能等の心身機能や 
コミュニケーションの能力の見極めや 

支援・訓練方法の助言等 

臼杵市作成資料をもとに厚生労働省において作成 

多職種協働による多角的アセスメントにおける具体的な助言の例 
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個別ケース
検討 

•複数の個別事例の検討を進めて行く中、身体介護が不要なケースにおいて通院のために訪問介護を利
用している場合が多いことがわかった。 

地域課題
の発見 

•日常生活圏域において医療機関への受診に際し、介護サービス以外の移動手段が少ないという共通課
題を発見。 

政策形成
への展開 

 

•他の日常生活圏域でも同様の課題があり、市に提言したところ、地域政策担当が、既存のコミュニティバ
スの運行経路を再検討し、地域の診療所を細やかに回るルートが実現した。 

 

地域ケア会議による個別ケース検討から政策形成への展開（具体例） 

個別ケース
検討 

•複数の個別事例の検討を進めて行く中、「認知症が急激に進行したケース」「脳梗塞の再発ケース」「糖
尿病が悪化するケース」等、病状コントロールが難しいケースが多いことがわかった。 

地域課題
の発見 

•日常生活圏域において、「処方薬の管理が困難となっている」という共通課題を発見。 

政策形成
への展開 

•他の日常生活圏域でも同様の課題があり、市に提言したところ、市が市薬剤師会と連携し、見守り事業
の一環として、飲み忘れ等が見られる方に対する服薬状況の確認サービスを開始。 

具
体
例 

１ 

具
体
例 

２ 
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行政栄養士業務指針の構造 

（１）組織体制の整備 

（２）健康・栄養課題の明確化とPDCAサイクルに基づく施策の推進 

（３）生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底のための施策の推進 

（４）社会生活を自立的に営むために必要な機能の維持及び向上のための施策の推進 

①特定給食施設における栄養管理状
況の把握及び評価に基づく指導・支援 

②飲食店によるヘルシーメニューの提
供等の促進 
③地域の栄養ケア等の拠点の整備 

④保健、医療、福祉及び介護領域にお
ける管理栄養士・栄養士の育成 

⑤健康増進に資する食に関する多領
域の施策の推進 
⑥健康危機管理への対応 

（５）食を通じた社会環境の整備の促進 

①次世代の健康 
②高齢者の健康 

①次世代の健康 
②高齢者の健康 

①特定給食施設における栄養管理状
況の把握及び評価に基づく指導・支援 

②飲食店によるヘルシーメニューの提
供等の促進 
 

③保健、医療、福祉及び介護領域にお
ける管理栄養士・栄養士の育成 
 
④食育推進のネットワーク構築 
⑤健康危機管理への対応 

 
 
 
 
 
 

①保健、医療、福祉及び介護領域にお
ける管理栄養士・栄養士の育成 
 
②食育推進のネットワーク構築 
③健康危機管理への対応 

市町村の状況の差に関する情報の収
集・整理、還元する仕組みづくり 

都道府県 市町村 保健所設置市及び特別区 
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（４）社会生活を自立的に営むために必要な機能の維持及び向上のための施策の推進 

■市町村の状況の差に関す
る情報について還元する仕
組みづくり 
 

■児童・生徒における健康・
栄養状態の課題解決につい
ては、教育委員会と調整 
 

■子どもの健やかな発育・
発達、高齢者の身体及び生
活機能の維持・低下の防止
に資する効果的な栄養・食
生活支援の取組事例の収
集・整理を行い、市町村の取
組に役立つ情報について還
元する仕組みづくり 
 
 
 

①次世代の健康 

■乳幼児健診で得られるデータ：子どもの栄養状態を反映する代表的な指標で
ある身体発育状況の集計・解析 

 ・集団の年次推移の評価を通して、肥満や栄養不良など優先される課題を選
定 

 ・個人の状況の変化の評価を通して、栄養・食生活の個別支援が必要とされる
子どもの特定 

■低出生体重児：減少に向けては妊娠前の母親のやせや低栄養など予防可能
な要因について、他職種と連携し、その改善に向けた取組 

■児童・生徒：肥満ややせなど将来の健康にも影響を及ぼす課題がみられた場
合は、教育委員会と基本的な対応方針にかかる情報を共有した上で、家庭、学
校及び関係機関と連携した取組 
 
②高齢者の健康 

■健康増進、介護予防及び介護保険等での栄養・食生活支援を効果的に行う
体制の確保 

■低栄養傾向や低栄養の高齢者の実態把握及びその背景の分析等を進め、
改善に向けた効果的な計画の立案、取組 

■地域包括ケア体制全体の中で、優先的に解決すべき栄養の課題について、
他職種と連携し取り組む体制を確保、必要な栄養・食生活支援について関係部
局や関係機関との調整 

都道府県 保健所設置市及び特別区 市町村 

14 



（５）食を通じた社会環境の整備の促進 

③地域の栄養ケア等の拠点の整備 

・在宅での栄養・食生活に関する
ニーズの実態把握の仕組みを検討 

・地域のニーズに応じた栄養ケアの
拠点の整備 

・大学等と連携し、地域の技術力を
生かした栄養情報の拠点の整備 

都道府県 保健所設置市及び特別区 市町村 

高齢化の一層の進展に伴い在宅療養者が増大することを踏まえ、
地域の在宅での栄養・食生活に関するニーズの実態把握を行う仕
組みを検討するとともに、在宅の栄養・食生活の支援を担う管理栄
養士の育成や確保を行うため、地域の医師会や栄養士会等関係
団体と連携し、地域のニーズに応じた栄養ケアの拠点の整備に努
めること。 
 

 また、地域の状況の把握・分析については、専門的な分析技術が
求められ、かつ、災害等の緊急時には速やかな分析が求められる
ことから、管理栄養士の養成課程を有する大学等と連携し、地域の
技術力を生かした栄養情報の拠点の整備に努めること。 
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１ 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進（介護保険法） 
  全市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組みの制度化 
    ・ 国から提供されたデータを分析の上、介護保険事業（支援）計画を策定。計画に介護予防・重度化防止等の取組内容と目標を記載 
    ・ 都道府県による市町村に対する支援事業の創設    ・ 財政的インセンティブの付与の規定の整備 

   （その他） 
    ・ 地域包括支援センターの機能強化（市町村による評価の義務づけ等） 
    ・ 居宅サービス事業者の指定等に対する保険者の関与強化（小規模多機能等を普及させる観点からの指定拒否の仕組み等の導入） 
    ・ 認知症施策の推進（新オレンジプランの基本的な考え方（普及・啓発等の関連施策の総合的な推進）を制度上明確化） 
 
２ 医療・介護の連携の推進等（介護保険法、医療法） 
 ① 「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」としての機能とを兼ね備えた、新たな介護保険施設を創設 
    ※ 現行の介護療養病床の経過措置期間については、６年間延長することとする。病院又は診療所から新施設に転換した場合には、転換前の病院又は

診療所の名称を引き続き使用できることとする。 

 ② 医療・介護の連携等に関し、都道府県による市町村に対する必要な情報の提供その他の支援の規定を整備 
 
３ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進等（社会福祉法、介護保険法、障害者総合支援法、児童福祉法） 
    ・ 市町村による地域住民と行政等との協働による包括的支援体制作り、福祉分野の共通事項を記載した地域福祉計画の策定の   

努力義務化 
   ・ 高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障害福祉制度に新たに共生型サービスを位置付ける 

   （その他） 
    ・ 有料老人ホームの入居者保護のための施策の強化（事業停止命令の創設、前払金の保全措置の義務の対象拡大等） 
    ・ 障害者支援施設等を退所して介護保険施設等に入所した場合の保険者の見直し（障害者支援施設等に入所する前の市町村を保険者とする。） 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

 
４ ２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合を３割とする。（介護保険法） 

５ 介護納付金への総報酬割の導入（介護保険法） 
  ・ 各医療保険者が納付する介護納付金（40～64歳の保険料）について、被用者保険間では『総報酬割』（報酬額に比例した負担）とする。 

Ⅱ 介護保険制度の持続可能性の確保 

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律のポイント 

※ 平成３０年４月１日施行。（ Ⅱ５は平成29年8月分の介護納付金から適用、Ⅱ４は平成３０年８月１日施行） 

高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確保
することに配慮し、サービスを必要とする方に必要なサービスが提供されるようにする。 

５月26日成立、６月２日公布 
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データに
基づく 
地域課題
の分析 

取組内容・ 
目標の計画へ
の記載 
 
 
 

保険者機能の発揮・向上（取組内容） 
 

 ・ リハビリ職等と連携して効果的な介護予
防を実施 

 ・ 保険者が、多職種が参加する地域ケア
会議を活用しケアマネジメントを支援 

                        等 

適切な指標に
よる実績評価 

 
・ 要介護状態
の維持・改善
度合い 
・ 地域ケア会
議の開催状況 

等 

インセンティブ 
 

・ 結果の公表 
・ 財政的インセン
ティブ付与 

都道府県が研修等を通じて市町村を支援 

１．保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止に向けた取組の推進 
 

 見直し内容  

国による 
分析支援 

H23年 
H27年 

17.3 

18.0 

9.6 
9.3 

19.6 

18.6 

要介護認定率の推移 

先進的な取組を行っている 
和光市、大分県では 

 ● 認定率の低下 
● 保険料の上昇抑制 

全国  和光市   大分県 

○ 高齢化が進展する中で、地域包括ケアシステムを推進するとともに、制度の持続可能性を
維持するためには、保険者が地域の課題を分析して、高齢者がその有する能力に応じた自
立した生活を送っていただくための取組を進めることが必要。 

 
○ 全市町村が保険者機能を発揮して、自立支援・重度化防止に取り組むよう、 
① データに基づく課題分析と対応（取組内容・目標の介護保険事業（支援）計画への記載） 
② 適切な指標による実績評価  
③ インセンティブの付与 

 を法律により制度化。 
 
※主な法律事項 
・介護保険事業（支援）計画の策定に当たり、国から提供されたデータの分析の実施  
・介護保険事業（支援）計画に介護予防・重度化防止等の取組内容及び目標を記載 
・都道府県による市町村支援の規定の整備 
・介護保険事業（支援）計画に位置付けられた目標の達成状況についての公表及び報告 
・財政的インセンティブの付与の規定の整備 
 

  

～ 保険者機能の抜本強化 ～ 
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先進地からの講師派遣・研修 

県のリーダーシップ 

（例）要介護認定率の比較分析 

8

12

16

全国 和光市 大分県 

全国展開のポイント 
 

例）和光市 

地域のニーズ把握 

全国展開に向けた取組 

介護予防への重点的な取組によ
り、要支援者の状態が改善 

保険者主導の多職種連携 

ケアマネジャー、PT、OT、管理栄養
士等の多職種が集まり、個別のケア
プランを地域ケア会議で検討、等々 

市町村による取組の好事例 

       

例）大分県  

都道府県による普及展開の好事例 

県の主導により市町村の取組をリード 

専門職能団体等との連携 

ノウハウの共有、人材育成 

専門職能団体等との連携 

住民の意識向上 

保険者のリーダーシップ 

実態把握・分析・課題抽出 

高齢化が進展する中で、高齢者の自立した日常生活の支援、介護予防、要介護状態等の軽減に向けた保険者の取組を一層加速化することが必要 

市町村の保険者機能の抜本強化策について、次
期制度改正に向けて検討するとともに、可能な限
り前倒し 
  

【検討事項の例】 
○要介護度、介護費等の分析と課題抽出 
○具体的な数値目標の設定・達成度の評価 
○市町村の取組へのインセンティブ付け 等 

市
町
村
・都
道
府
県
・国
・民
間
の
協
働
に
よ
り
全
国
展
開
を
推
進 

高齢者の自立支援・介護予防に取り組む先進的な保険者の取組の全国展開 

保険者機能の強化 ～介護予防の横展開～ 

保険者のリーダーシップ 
全
国
展
開
に
向
け
て
必
要
と
な
る
ポ
イ
ン
ト
を
抽
出 

認定率（％） 

18.0 

10.0 

8.0 

全国平均の認定率は
４年間で上昇してい
るものの、和光市・
大分県は低下 

平成23年 

平成27年 

17.3 
18.0 

9.6 
9.3 

19.6 

18.6 

平成28年４月４日経済財政諮問会議 
厚生労働大臣提出資料 
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